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星 野 靖 雄

新聞の催 し欄に愛知 サマーセ ミナーが7月19f1-21日 に 名ll藷{ll∫の 中 ・

高,大 学の3箇 所で,著 名人や厚門家,一 般ll∫民,学 生な どが講師 とな り,

芸 術 ・政治 ・語学 な ど幅広い分野 で約1000講 座 を開 くとあ り,そ の ヒ参

加無料 で,巾 し込み不要C一 部要実費 ・申 し込み)と あ ったので参加 した。

初 日の1限 口に森田実氏 による特別講演 「森 田実が現代政治を斬る」があ っ

た。 講演 の中で,「 ア メ リカは経 済 はダメだが,軍 事は優れて いる」 とい

う指摘 があ り,講 演の終 ゴ後 この点 を質問 した。現 在,米 国 のGDPは 世

界1で あ り,比 較的人11に よる規模の小 さい国がi位 を 占め る中で 一・人当

た りGDPで も トップテ ンに入 ってお り,ま た この 巨大 な経済 ノJを基礎 に

軍 事支出は全ii七界の50%を 超 えて いるのが現状で ある。 この点 において,

GDPで は 第2位 をiliめ て いるが,一 人"iた りGDPで は 世界で第18位 と

1順位 を低 ドしつつ,人 口も減少す るとr測 されている 目本 とは対照的で あ

る。 よ って,前 述 のよ うな発riは ミス リー ドであ り,矛 盾 してい ると質問

した。 しか しなが ら,質 疑の時間が短 く,1方 の質 問の内容を理解 されて

いないよ うで,卜 分には答え られて いないと思 われ た。 また,講 演を直接

聴 いた人でなけれ ば内容 が不明であ り,聴 いて いたと して も,時 間がたつ

と忘れて しま うと思 われ るので,講 演の内容が含 まれ ていると考え られ る
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森 田実氏の比較的最近 出版 され た,IF籍 「脱 アメ リカで 口本 は必ず甦 る:ア

メ リカの終焉 と日本経済 再生への道」の 井評を行 い,公 開質疑 と したい。

序,・!一の 「脱 ア メ リカが 日本 再生の必 要条件」で,こ の 書が 目本 文芸社か

ら発行 される菩者の3部 作の最 後の第3作 目であ り,第1作 が 「ア メ リカ

に食い尽 くされ る日本」(副 島隆彦 との共著,2006年)第2作 が 「ア メ リ

カに使 い捨 て られ るLI本 」(単 著2007年)で あ るとしてい る。

第1章 「大連 立騒動 の顛末 と求め られ る政 権交代」 で,わ が国の安令保

障の基本を どこに置 くかの3つ の考えノ∫を提 示 し,1憲 法9条 が基本,2

目米同盟が基本,3国 連 重視であ るとしてい る。 そ して,白 民党 は2のIl

米 同 盟,小 沢民i三党 代表は3の 国連 重視の1..`/.場と してい る。 森 田氏は 日本

llξi憲法 こそが,我 が国の基本法であ り,口 米1司盟,国 連 に優先す ると して

い るが,そ のよ うな考え方には共鳴で きる。

第2章 「官 製不況 国民生活を1・?しめ る財務省 とli銀 の大罪 霞 ヶ関

埋 蔵金 と米国債売却 で財政 危機は突破で きる」では,ll本 国 民の真の敵 は

ア メ リカ従属i三義 の財務官僚が財政ll∫建至 ヒi義 を とり,日 本銀行の金融

政 策はア メ リカ政府 ・ア メ リカ金融 当局に操 られて きた と してい る。 国際

経済 関係 におけ るll米 の経 済関係は 喰要であ り相 圧依存関係 も大 きい と考

え られ るが,「 真の敵」 とか 「ア メ リカに操 られ てきた」 等の 表現 はあ ま

りに も不適 切であ り,客 観性 を欠いた情緒 的表現 であ る。 もし,こ の よう

な表現 に固執するな ら実 証デー タで示 していただ きたい。

また,67頁 の 「財務省や 目本銀行が犯 して きた財政 ・金融政策の過 ち」

では,高 橋(2008a)を 引 川 して,財 政収 支の均衡 を第 一 とす る財政 原理

i三義 を批判 している。 そ して,「 財 務,..1.僚の 思考が オ ソマ ツで,エ リー ト

官僚 が経済 の イロハ もわか っていない愚 か者の集団」,「プ ライマ リーバ ラ

ンスの黒字 化は財務省の虚,「」 とい う酷評 もされてい る。 しか しなが ら,

財政原理i:;と い われてい る考え方は公会計では基本であ る。 公会計の標

準的テ キス トであ る稲沢(2007)で は,「 我がli三1と地 ノ{`1治 体 との債 務合
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計 は,2006年 末 にGDP比 率 の140%を 超 え る先進 国最悪で あ り,プ ライ

マ リーバラ ンスも人幅赤字であ り,名 目利 子率が名 目GDP成 長 率をUliiっ

て お り借 金体 質であ り,90年 代 に財政収 支は悪化 の一途 をた どっている」

と して いる。財務省の思 考は標準的 な思 考であ り,酷 評には値 しな い。 も

ちろん,先 進国最 悪の 財政 状態 に した責任の一 端は あ るといえ る。 高橋

(2008b)や 菊 池(2008)の よ うに,国 には,金 融資産(埋 蔵金)が ある

と して いるが,こ の指摘 は正 しい。 さらに,高 橋氏 は増税で な く名目経済

成長率 をあげるこ とによ り増収 を図ろ うとす る小泉 ・竹lil構 造 改 革路線 を

支え た人物で あ り,改 ・Y{の本 丸は郵政民営化,:の 丸が政 策金融改t-ri.,三

の 丸 は政府の資産 負債改 革,つ ま り特殊法 人や特 別会計の整理であ ったの

で ある。 高橋(2008b)し か しなが ら,粗 債務834兆1'1と 金 融資産580兆

円 の差額で ある純債務254兆1']と い う菊池(2008)は 説 得的でない。 金融

資産580兆1'1の 中 身が社会保障基金260兆 円,内 外投融 資210兆 円,外 貨

準備金110兆 円 の合計 と して いるか らで あ り,社 会保障 基金260兆 円 は年

金の支払い に当て る もので あ り,現 状で は積み 立て不足 といわれてい るか

らで ある1`。 これ を除 くと,純 債 務は514兆 円 で あ り,GDPを 超 え る債

務を依然 と して抱えてい ることにな るO

さ らに,菩 者は83頁 で 「財務 省が 「国が潰 れ る」 と騒 いでい るが,国

家には),本 的に破産はない」 と してい る。 しか しなが ら,llξ隊 に も破産 が

あ るの であ り,1988年 の ロシア危機 はその こ とであ り,ロ シア国債 のデ

フォル ト(債 務不履 行)が あ った1。 第2次 人戦 に敗れた 日本 も実質 的に

国家破産であ った ことは知 られてい る。いわ ゆる,カ ン トリー リスクとい

われているのはその ことであ り,n"家 破 産はあ りえ ると考え る方が妥 当で

あろ う。

88頁 で は,「 法人税実効税率 の優遇 は外資系企 業と大企業の保護 に」 と

ある。 財務省の法 人所 得税の実 効税率の国際比較に よると,国 税,地 方税

合わせ るとli本(東 京都)が40.89%で あ り,米 国(カ リフ ォルニア州)

? 一95一



の40.75%よ りわずか高いが,フ ランス33.33%,ド イ ツ29.83%,イ ギ リ

ス28%と 比 べ ると約10%く らい高 くな ってい るll。 財務省(2008)

また,1三 要国 ・地域の対内 ・対外 直接投 資残 高比 を求 める と,先 進ilξ!で

0.74倍 で あ るが,日 本 は0.24倍 と約1/3で あ り,実 効税率が 国際的 に高

く,日 本 市場 が閉鎖的であ るとい う批判を受 けやす い。 日本貿 易振 興機構

(2008)「 間 違 いだ らけの財務省の税制改 革」(94-951'1)の な か で,ガ ソ

リン購人時の消費者の負担を1リ ッ トル当た り120円 に抑 え,il∫場 価格 と

基準価格の差額を郵便局や農 協などで受 け取 れるよ うにする とい う提 案が

あ り,財 源 は,外 国為鉢資金特別会計の運 用収 人などを1て ると している。

ガソ リン価格が国際価格 と比較 して相 対的に安 く,便 益を受 け る消費者が

多数で はあるが,環 境問題 を考えればやや不適 当である。 本 当に必要なの

は,ホ ーム レスやワーキ ングプア といわれる最 低限の生活がで きていない

生活保護水準 を ドlll1って いる困窮 者が,給 付の受 領か らもれてい るのを救

済す ることである。

103頁 に 「戦 争を し続 けることでな り、匪つ経 済で あ り,戦 争がな くな る

と失速す るため,絶 えず戦 争を していなければな らない体質が アメ リカに

でき 上げ って いる。」 とあ る。 著者 も指摘 して いるよ うに,戦 争 もあ る種

の公 共事業であるか ら一・時的に景気浮揚効果はあ るか も しれな いが,中 長

期的 には資産 と人命の消耗であるので結局は経済 に大 きな負担になる。よ っ

て,戦 争は経 済的には負の要因であ る。 米国民の多数は独 、笠戦争以来,民

主1義 の磁泣 ・流布のためには軍 事力が必要であ るとい う信念を もって い

る。 このこ とは,政 教分離を前提 と して物 拝を考え る大 多数の 日本 人か ら

すれば,米 国はキ リス ト教原理 正義 が支えている好戦的国家 であると映 る。

しか しなが ら,国 際政治におけ る軍 事力は交渉力,発 言力の源泉 である と

い う現実を無視で きない現状があ る。特 に,核 兵器の保持 は北朝鮮 が米国

と対等以hの 政治力を発揮で きる力の源泉で あると考え られ る。

第3章 終焉 に向か う ドル帝lkl・ ア メリカの1極 支配:歴 史的 ドル離れ
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か ら始 まった世界的脱 アメ リカの潮流で は,「 世界中が'F和 の時代を築 く

ために懸 命に努力 しているなかで,戦 争国家ア メ リカのliい な りにな って

軍 備を拡張 して いる(1政 府 は愚 か」(117頁)の 指摘 は まった く同感 で

ある。我が国の憲法第9条 のよ うな'F和)1YI.は 大 いに誇 るべき もので ある。

第4章 国民 生活 と福祉の建てll聖{しを最優先せ よ:小 泉改 革で破綻 した

年金 ・医療 ・農業危機の現場では,「 雇川を75歳 まで伸 ばせ ば,年 金問題

はほ とん ど解決す る。」(137頁)と あ るが,こ の点 も評者は まった く同感

である。 しか しなが ら,定 年をい ち早 くな くした国家 はア メリカであ り,

目本では私 疏大学 の多 くが定年を財務iの 理山で匁え縮 して いるのが現状 で

あ り,学 術研 究の国際競争力の低 ドは火を見 るよ り明 らかで ある。 この点

で も日米格 差は拡 人 し続 けている。

本文170頁 以 降 の 「郵政民営 化」 は 日本を滅ぼす とい う考えノ∫は,社 会

i三義 は依然 と してil:し い と1三張するよ うな非現 実的意 見であ るQ現 実 に国

民 の圧倒的 多数 によ り支持 された小泉内閣で 「郵政民営化」 は実現 したの

で あ り,資 本 主義 による価格 メカニズムの機能 を過小評価 してい ると思わ

れ る。完1:な 民営 にいたるプ ロセスでの混 乱はでき るだけ少な くす るべ き

で はあるが,あ る程度 はやむをえないのである。

本 文181頁 以 降の 「「戸別補償制度」を提唱 した民k党 」 では,「 目本の

農 業は,ア メ リカに依存す る農 業か ら脱皮 しな くてはな らない。 自給率の

向tの 努力の 中で生産性 をi:げ,農 村 の繁栄 を図る」 とあ るが,膨 人な補

助金をつ けて 自給率 を向Lさ せ るとい う考え方は疑問であ る。 食料rl給 率

40%と い うが,石 油 の 「1給率 は0.4%に 過 ぎない。経済 産業省 資源 エ ネル

ギ ー庁(2008)も し,i'iにri給 率 を問題 にす るな らイ1油の 自給 率が問題

で ある。石油 は天然資源で あ り完 全に代 替できる可能性 は当面な くどうに

もな らな いか ら,結 局輸人 に依存す ることになる。 わが国経 済はrl由 な国

際貿易を 前提 と して成 ・`f_して いるので ある。 よって,食 料 の白給 率だけを

特 に問題 して補助金をつ けて まで向Lさ せ るというの は真の国益を損 ねる
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政 策であ る。 世界貿 易機関(WTO)の ドーハ ・ラ ウン ドが暗礁 に乗 り ヒ

げているのは農 業分野 でrl山 化に慎 重な 日本やEUと,rlIll化 を 推進 しよ

うとす る米国 や途:lf>1の 対 、γである といわれてい る。 阿部(2008)

本 文197頁 で 「日本社 会を混 乱させ る 「裁判員制度」 の導 人では,死 刑

制度を強化す る危 ない制度」 とあるが,裁 判員 とな った民悶人が どうい う

影響 を与え るか は不明 であ り,死 刑になる確 率が減少す るか も知れない。

裁判が公開 されているとい って も,日 本では傍聴人数が限 られてお り限定

的 であるが,米 国では導門のテ レビチ ャンネルがあ り情報の公開がL1本 と

比較 できないほ ど進 んでいる。情 報の公開 と民]三i三義の一層の進展の ため

には裁判員制度 は,"il(ll,刑`炉1卯 トの ・部に しか対象 とな らな いが,基 本

的には好ま しい と考え られ る。

第5章 「従米政治 か らの脱却 こそが 再生への道」の204頁 は 「ア メリカ

金融資本に食い尽 くされ る目本経済」 とあ り,「 戦後62年 間 もの間,ア メ

リカのFl`実 上 の植民地的従属 にされ,11本 国 民の労働の成 果である巨額 の

貯蓄 まで アメ リカ巨大 フ ァン ドに吸 い取 られた。」 とある,こ の よ うな表

現 は,前 述 の第2章 で も述べた ように不適 切で ある。経済関係 は相 η1関係

であ り,f1本 の 金融機関が米国の投資 フ ァン ドに投資 した ことは,投 資 口

的に合 ってい ると判断 したか らにす ぎな い。逆 もあるのであ り,自 山な判

断で決定 したにす ぎない。 「米国政府の 日本政 府 に対す る年次改 革書」 の

存在を多 くの 日本国民は知 らないと して いるが,知 られている。逆 に,ll

本 側 か らの米国への 要耀 酵 も出されて いる。 ウ ィキペ デ ィア(2008)

ll本 の 政治が米国追随的で ある面は存在す るが,そ れは敗戦 の影響であ

ることは著者 も指摘 されて いるよ うに明 らか である。 これは経済 関係 とは

異な るのであ る。

212頁 の 「ドルの崩壊 に よ り急速 に進 む 世界の脱ア メ リカ」 とい う節 も

表現 の仕 方が不適 切で,現 在 の 世界貿 易で使川 されて いる通 貨 は60%以

Lが ドルであるこ とを見落 としてい る。 依然 として ドルが 世界通貨で ある
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事 には変わ りが ないのである。 「lliの 経 済 力はア メ リカに食 い尽 くされ,

衰 退 した。 日本 は,カ ネ も富 もア メ リカ金融資本 に吸い取 られた。」 とい

う表現 も不適 切であ り,被 害妄想であ る。

230頁 の 「「脱 アメ リカ」への道 は ガンデ ィー的 丁一法 で」 において,1956

年 の 砂川米軍 基地拡張反対運動を非暴力1義 で指導 した 事が 肇1}かれてい る。

この砂川闘 争は反体 制運動 側の勝利で終わ ったとある。非 暴力}_で 反 対

闘争 を実践 されたこ とは人いに評価で きる。

世界有数 の軍 事 」～算 を占める 日本に依然 と して米軍が駐留 し,国L一 面積

のわず か約0.6%に す ぎない沖縄県 には,在 日米軍 専川施 設の約74.7%が

現 在 あ り,ヒ 地 面積の約10.4%をliiめ て いる とい う現実 は驚 くべ き もの

であ る。 核の傘の保険金 は米 国に支払 うと して も,独 、γ国家 として,駐 留

米軍 の大'トは白衛隊で代替す るべ きであろ う。

終 章 「不況対策でrf本 の国 ノJを復 活 させ よ」 の253頁 で は,「 構造 改 革

中心 か ら不況対策中心に切 り替よ」 と し,「 小泉改117_は弱 者切捨て」であ っ

た としてい る。 弱者救済,と くに生活保 護水準を ド回 るような弱 者は救済

されなければな らない。 特定の 業種維持 にこだわ った産業の保護政策 は非

効 率を温 存す ることにな るので,構 造改 革を進 めるためや新 しい職種 に適

応す るための教育 訓練等への補助 は必 要と考え られる。 いわ ゆるバラマキ

型の財政 支出は,経 済成長 に与え る影響が一時 的な ものであ るのでで きる

だけ避 けるべ きであ り,持 続的影響をt・1一える支出に限定 するべ きで あろう。

森田実氏 の基本的 姿勢 は反米 とい う点 にあ るように思 われ る印。 学生時

代 の原体験 に もとついたア メ リカが憎 いとうis観 的視点でな く,よ り広 い

客観的視点 で分析 していただ きた い。評 者は逆 に親米 とで もいえ る1f場 か

もしれ ないが,米11三iは 定 年制度を廃il:し,法 廷 チ ャンネルに 見られ るよ う

に情報公開 も格段 に進 んでい る し,海 外か らの移民 も ドン ドン受け人れ,

人 日は増 加 し,一 人 当た りGDPも 成 長 してい る。 日本か ら見れ ばは るか

に進ん だ国家で ある。 対照的 に 目本 は人IIも 減 り始め,一 ・人 当た りGDP
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も低 ドしていく傾向にあるのでその差は益々増加することになる。 日本も

より優れた経済政策 ・経営を実践するようにして国際競争力を高めるよう

にしたいものである。政治的には,好 戦的なアメリカを1β期のイラクから

の撤兵と損害賠償,再 建等をふ くむ平和的話 し合いに導 くように最大限努

力すべきである。

森旧氏の2つ 目の立場は政治と経済 ・経営を一体的に政治経済 ・経営と

で も呼べる視点で見ていることである。 日本が政治的に従米であるとして

も,そ れが直ちに経済 ・経営について従米とはならないのである。経済 ・

経営での意思決定,特 に,経 営での意思決定は政治とは独 、佐して実施され

ていると思われるためである。

注

(1)渡 辺(2002)で は,債 務 残 高 のGDP比 は グロ ス(半IL)で 考え るべ きか,ネ ッ

ト(純)で 考 え る べ き か の 議 論 が あ る。 ネ ッ トで 考え る方 は 少 数 派 で あ る と し

て い る。

(2)い ず れ の デ ー タを使 って も 目本 の 財 務 状 態 が 先 進 国 の 中 で 相 当悪 い こ と は指

摘 さ れ て い る。 日本 経 済 新 聞(2005),ま た,財 務 省(2008)に よ る と,純 債

務 残 高 の 対GDP比 で は,わ が 国 は91.6%で,米,英,独,仏 と比 較 し高 くな っ

て お り,イ タ リア だ けがyJ.(%と 日本 よ り少 し高 い。

〔3》i家 破 産 の例 と して 藤 井(2004)の 第3r:tに ア ル ゼ ン チ ン等 の デ フ ォ ー ル ト

の 説 明 が あ る。

(4}KPMGJapan(2008)に よ る と,法 人 税 率 の2008年 度 のilヒ界106力 国 の,i:.

均 は25.9%で,昨 年 よ り1%近 く低 ドし,IIIの 法 人税 率 は 国 別 と して は 世 界

最 高 で く10.69%で あ る と して い る。 問 接 税 は 世 界'F均15,7%で,Il本 の 間 接 税

(消 費 税)は5%と 台 湾 と 並ん で 極 めて 低 い と して い る。

http://www.kpmg.or.jp/t・esources/research/r _tax200809.htm1

(5)森(2007)は,現 在 の学 生 の ア メ リカ に 対 す る姿 勢 は 嫌 米 を 超 え て 侮 米 で あ

り,一 国il義 と呼 ば れ る外 国 政 策 が ア メ リカ の傲 慢 さ を印 象 付 け る と して い る。
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